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第３章 林業公社を取り巻く全国の状況

１ 国の林業公社問題に対する状況

国においては、総務省、林野庁及び地方代表５府県で構成された、「公社の経営対策等に関す

る検討会」の最終報告において次のように示されている。

今後の公社については、現状の経営方針、経営状況等について検証・評価するとともに、情
報開示を徹底する。その上で、今後の公社の役割、あり方を検討すること。

経営状況等の実態把握・開示として、最新の公益法人会計基準を早期に適用し、投資を行っ
てから利益を得るまでの期間が長期にわたるという林業の特殊性等も踏まえ、森林資産の時価の
具体的な算定方法について検討を行う。その上で、公社の経営状況及び資産債務の状況につい
て、積極的かつ分かりやすい情報公開を行うべきであること。

さらに、公社の存廃を含む抜本的な経営の見直しの検討として、経営が著しく悪化した第三セ
クターについては、その存廃も含めた集中的な改革が求められていることから、公社についても、
「第三セクター等の改革について」（平成20年6月30日付け総務省自治財政局長通知）により、
その設置を要請した経営検討委員会において、経営状況等の評価と存廃を含めた抜本的な経営
の見直しの検討を行い、都道府県においては、公社に係る「改革プラン」を策定し、確実に実行
する必要があること。

なお、「改革プラン」の策定に当たっては、「第三セクター等の抜本的改革の推進等について」
（平成21年6月23日付け総務省自治財政局長通知）を十分に踏まえ、存続する公社に係る「改革
プラン」においては、具体的な経営改善策や必要となる公費負担を明らかにした上で、公社の将
来にわたり継続的な経営が可能となることを客観的に示す必要がある。その際、第三セクター等
改革推進債が平成25年度までの措置であること、及び新しい公益法人制度への移行期間が平成
25年11月末までで終了することに留意すべきである。

また、将来の森林整備のあり方の検討については、既往造林地の取扱、将来的な公的森林整
備の手法など地域ニーズを踏まえ、公社における将来の森林整備のあり方について検討を行う。
その際、必要に応じて、地域の有識者等で構成する都道府県森林審議会等の意見を聴取するこ
とが適当である。

現状：国においては、新たな林業公社支援策を講じる動きはない
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２ 各県の状況
国の森林整備施策と公社造林事業との関係については、昭和 33 年に主として民間外部資金によ

る造林の推進を図る観点から、安定的な分収造林契約関係の根拠となる分収造林特別措置法が制
定されたことが、多くの公社設立のきっかけとなった。
各県の公社の経営をみると、造林事業の対象区域や事業規模の決定、資金調達方法や都道府県

の支援の状況などが様々であり、これを受けて、債務の状況等についても各公社で大きな差があ
る。

全国 38 都道府県に 42 あった公社は、公庫等からの多額の借入金返済や、伐期の長期化に伴う
金利負担や管理経費の増大等により、現在までに大分、岩手、神奈川県の 3 公社が解散しており、
いずれも分収林契約は県営林と一元化されている。
また、関東圏の 3 公社と青森県については解散方向で検討、徳島県を含めた 4 公社は存廃を含

めて検討中であるが、全国的にほとんどの公社は存続を決定している。
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３ 主な全国の事例

各県の公社のあり方については、ほとんどが存続という形で決定しているものの、廃

止という厳しい結果となったところもある。

そのうち、代表的な事例である３つのパターンについて紹介する。

（１） 解散（公社解散による債務処理：神奈川県）

公社から県へ代物返済という形で

分収林を譲渡、分収契約は県に移り

県行造林として継承していく。
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（２） 存続（特定調停：滋賀県）

存続（経営改善：岡山県など）


